
平成２２年度決算について

平成２3年５月11日
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平成2２年度決算サマリー平成2２年度決算サマリー
（金額単位：億円 単位未満切り捨て）

貸倒実績率の低下等から一般貸倒引当金戻入は63億
円となった。またDCF対象先の追加や破綻懸念先等へ
の引当強化を41億円実施

信用コストの戻り益の増加を主因として当期純利益は
前年比+10億円。

当期純利益70億円 前年比+10億円

【単体ﾍﾞｰｽ】

（億円）

平成21年度
実　　　績

平成22年度
実　　　績

増減

業務粗利益 378 373 △ 4

うち資金利益 347 337 △ 10

うち役務利益 35 37 1

うち国債等債券損益 ① △ 9 △ 7 1

コア業務粗利益　（　業務粗利益　-　①　） 387 381 △ 5

経費 271 270 △ 0

うち人件費 128 130 1

うち物件費 129 127 △ 2

コア業務純益 116 110 △ 5

一般貸倒引当金繰入額 ② - - -

業務純益 106 103 △ 3

臨時損益 △ 32 △ 36 △ 4

うち不良債権処理額 ③ 20 11 △ 9

うち株式等損益 ④ △ 10 △ 22 △ 12

経常利益 73 66 △ 7

特別損益 26 46 19

うち貸倒引当金戻入益 ⑤ 38 48 9

当期純利益 59 70 10

（信用コスト）　　　　　　　　　    ②+③-⑤ （△18） （△37） （△19）

（有価証券関連損益）　　　 　  ①+④ （△19） （△30） （△10）

コアOHR 70.0% 70.9% 0.9%

コア業務粗利益の主な増減要因

信用コスト△37億円 前年比△19億円

株式市場の下落から有価証券の減損16億円を計上。

（億円）

※ 平成21年度、22年度ともに一般貸倒引当金戻入益が個別貸倒引当繰入額を上回ったため純
額を貸倒引当金戻益として特別利益へ計上。

１

有価証券関連損益△30億円 前年比△10億円

決算上 実態 決算上 実態

信用コスト △ 18 △ 18 △37 △37 △19

一般貸倒引当金繰入額 - △ 57 - △63 △5

不良債権処理額 20 39 11 25 △14

個別貸倒引当金繰入額 - 19 - 14 △4

貸出金償却等 20 20 11 11 △9

貸倒引当金戻入益 38 - 48 - -

21年度 実態
増減

22年度
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預金・個人預り資産の状況預金・個人預り資産の状況

個人預金

法人預金

その他

個人預金

個人預り
資産

総預金（含む譲渡性預金）平残推移 個人預金+個人預り資産残高推移
（金額単位：億円） （金額単位：億円）

+3.4%
+1.8%+6.3%

+6.0%
+444

+165

+279

前年比

前年比

+3.5% +155

+1.5% +214

+2.4% +497

+5.9% +127

※ﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は年間伸率

+2.6%

+1.2%

△1.7%

+4.3%

+3.3%

△1.3%

△0.9%

+5.5%

+0.3%

＋0.8%

+0.3%

+0.5%
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+1.7%

+7.6%

△0.5%

+1.5%

+2.6%
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貸出金平残推移

地公体向け等

事業性

個人ローン

△4.1% △301億円△4.9% 

△4.1% △142億円

+26.4% +507億円

（金額単位：億円）

前年比

※ ﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は年間伸率

+0.2% 

+11.4% 

△1.7% 
+0.5% +63億円

△4.9% 

+3.0% 

+10.5% 

△1.4% 

△16.8% 

+1.5% 

△4.3% 

△4.2% 

△5.4%

△2.8%

+22.2%

△1.3%
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県内事業性貸出残高

残高減少に
下げ止まり感

億円
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長崎県内預貸金シェア長崎県内預貸金シェア

※ゆうちょは含んでいない

長崎県内預金シェア推移長崎県内預金シェア推移

長崎県内貸出金シェア（平成２３年３月末現在）

（出所）日本銀行長崎支店「県内業態別預貸金残高」を基に作成

※住宅金融支援機構は含んでいない

マーケット規模：57,235億円

マーケット規模：30,701億円

4

長崎県内預金シェア（平成２３年３月末現在）長崎県内預金シェア（平成２３年３月末現在）

長崎県内貸出金シェア推移
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個人顧客基盤の状況個人顧客基盤の状況

個人の顧客基盤は順調に拡大

長崎県内における年金・給与振込指定口座の推移
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（単位：千人）

長崎県内における取引シェア

給与振込 年金振込

※就業構造基本調査 H19年10月 575千人をベースに算出 ※H22年10月現在の65歳以上人口370千人ベースに算出

長崎県内における個人預金シェアの推移

※日本銀行「都道府県別預金（国内銀行）」を基に算出

５
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要管理債権 危険債権

破産更生債権等 比率【右軸】

（金額単位：億円）

信用コスト・不良債権の状況信用コスト・不良債権の状況

信用コスト推移信用コスト推移

（金額単位：億円）

○引当強化 （ +41億円 ）

破綻懸念先における引当を強化 +22億円
対象先 未保全3億円以上 ⇒ 1億円以上
※未保全額からキャッシュ・フローによる回収可能な部分を

控除後、残額に対し引当を実施

ビジネスローン（スコアリングモデルを使用した事業性ローン）
に係る偶発損失引当金の算定基準の変更 +10億円

DCF法適用対象先の追加 +8億円

平成22年度の信用コスト

６

○一般貸倒引当金について貸倒実績率の低下（正常先▲0.03% その他
要注意先▲1.79%）等から63億円の戻入となった

○新規発生の信用コストも減少したことにより不良債権処理額も減少
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経営改善支援の状況経営改善支援の状況

【経営改善先数-悪化先数の推移】 金額単位：先

不良債権残高の状況不良債権残高の状況

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

69 170 162 ▲ 18 ▲ 37

▲ 35 ▲ 9 65 ▲ 57 ▲ 63

104 179 97 39 25

個別貸倒引当金繰入額 58 70 62 19 14

債権売却損 40 62 ▲0 1 ▲ 1

偶発損失引当金繰入額 - 35 11 5 5

貸出金償却等 6 11 22 13 7

0.5% 1.3% 1.3% - -

信用コスト

一般貸倒引当金繰入額

不良債権処理額

信用ｺｽﾄ率　（信用ｺｽﾄ/貸出金平残）

19/下期 20/上期 20/下期 21/上期 21/下期 22/上期 22/下期

改善先数① 15 28 14 20 13 22 14
悪化先数② 14 35 21 10 7 5 7
①　-　② 1 ▲ 7 ▲ 7 10 6 17 7
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有価証券の状況
＜その他有価証券評価損益推移＞

（金額単位：億円）

（金額単位：億円）
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邦貨修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

外貨修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

（金額単位：年）

＜その他有価証券修正デュレーション＞

＜有価証券ポートフォリオの状況＞

国債+地方債＋政保債

社債等

外貨債券

株式

投信等

【構成比】
内側：H22/3末
外側：H23/3末
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債券 株式

その他 外国証券

合計

19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末
22/3末比

株式 258 10 ▲ 54 ▲ 21 ▲ 42 ▲ 20

債券 ▲ 12 0 24 117 108 ▲ 8

外国証券 ▲0 ▲ 19 ▲ 50 7 6 ▲ 0

その他 15 ▲ 32 ▲ 61 ▲ 17 ▲ 8 8

合計 260 ▲ 41 ▲ 142 85 64 ▲ 21

満期保有目的債券 ▲ 4 13 8 18 31 12

(参考)10年国債利回り 1.66% 1.28% 1.35% 1.40% 1.26% ▲0.14%

(参考)日経平均株価 17,287.65円 12,525.54円 8,109.53円 11,089.94円 9,755.10円 ▲1,334.84円

満期保有目的債券
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自己資本の状況自己資本の状況

（金額単位：億円）

自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

自己資本額

ＴｉｅｒⅡ

ＴｉｅｒⅠ

H23/3末 コアTierⅠ比率試算 9.5%

※コアTierⅠ＝TieｒⅠ －繰延税金資産（税効果相当額のＴｉｅｒⅠｘ10%
超過部分・繰欠部分は全額控除）－無形固定資産

※ 参考
（金額単位：億円）繰延税金資産の状況

23/3末
繰延税金資産合計 177
繰延税金負債合計 47

B/S計上額 130

税効果相当額 154
繰越欠損金に係るもの 6
一時差異に係るもの 147

８



平成22年度
実　　　績

平成23年度
予　　　想

増減

コア業務粗利益 381 367 △ 14

うち資金利益 337 326 △ 11

うち役務利益 37 40 3

経費 270 276 6

うち人件費 130 131 1

うち物件費 127 131 4

コア業務純益 110 90 △ 20

経常利益 66 65 △ 1

当期純利益 70 40 △ 30

信用コスト △ 37 15 52

自己資本比率 13.48% 14% 程度

平成２３年度業績予想平成２３年度業績予想

（金額単位：億円）

預り資産販売強化

KeyMan及び新営業店システム稼働に伴
う費用等

一般貸倒引当金の戻入の減少
※Ｈ23年度の信用コスト予想内訳

一般貸倒引当金戻入 15億円
不良債権処理額 30億円

９

資金利益の主な増減要因
・貸出金利息 平残要因 ▲2億円

利回要因▲12億円
・預金等利息 平残要因 +0億円

利回要因 ▲6億円
・有価証券利息/配当金

平残要因 +5億円
利回要因 ▲6億円



配当政策配当政策
平成17年度より、株主重視の経営を目指す観点から業績を反映した利益配分を実施

平成１８年度
実 績

平成１９年度
実 績

平成２０年度
実 績

平成２１年度
実 績

平成２２年度
予 想

中間配当金 ２円５０銭 ２円５０銭 ２円５０銭 ２円５０銭 ３円００銭

期末配当金 ６円００銭 ２円５０銭 ２円５０銭 ４円５０銭 ５円００銭

年間配当金 ８円５０銭 ５円００銭 ５円００銭 ７円００銭 ８円００銭

（うち業績連動配当） （３円５０銭） （ － ） （ － ） （２円００銭） （２円００銭）

一株当たり
当期純利益 ３５円９３銭 ８円８０銭 △79円49銭 ３３円４２銭 ３９円６４銭

配当性向 ２３．６％ ５６．８％ － ２０.９％ ２０.１％

業績連動配当の実施業績連動配当の実施

従来からの安定配当部分について年間1株当たり5円から6円に1円増額

【業績連動部分については従来同様】
安定配当と業績連動配当を合わせた配当性向は２５％程度を目途と考えますが、
各期の具体的な業績連動部分の配当金については、その時々の経済情勢、財務
状況等を勘案し、各期の業績が明らかになった時点で決定いたします。 6円

＋α

安定配当

5円⇒6円

業績連動
配当 配当性向

25%程度
を目途

今後の業績安定化が見込まれることからさらなる株主重視の経営へ＜ 22 年 度 以 降 の 配 当 方 針 ＞

1０



○ｼｽﾃﾑ提携強化○ｼｽﾃﾑ提携強化 ○営業時間の捻出と
ﾛｰｺｽﾄ体質の構築

○営業時間の捻出と
ﾛｰｺｽﾄ体質の構築

○経営環境の変化への対応と
ﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙ

○経営環境の変化への対応と
ﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙ

○ＣＳＲ活動○ＣＳＲ活動

ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ（長期的な人材育成ﾋﾞｼﾞｮﾝ）の策定 専門能力の高い人材の育成 ＣＳマインドの定着化
OJTの強化 融資営業に強い人材の育成
ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ（長期的な人材育成ﾋﾞｼﾞｮﾝ）の策定 専門能力の高い人材の育成 ＣＳマインドの定着化
OJTの強化 融資営業に強い人材の育成

「トップバンクプラン」
～ お客さまと地域経済に貢献できる積極営業の展開 ～

「トップバンクプラン」
～ お客さまと地域経済に貢献できる積極営業の展開 ～

お客さま満足度の高いサービスの提供

○ビジネスサポート活動の展開

○ライフイベントに合わせたお客さまへのサービスの徹底と お取引メイン化の推進

営業力強化

営業人員の戦略的配置

住宅ﾛｰﾝ
推進

預り資産
販売

事業性融資

個人リテール

○地域と連携し経済の活性化に向けた活動の継続

行動量の増加

環境変化に対しポジティブに考え行動できる人材の育成と組織活性化

盤石な経営体質の構築

人材育成と組織活性化

経営力の強化

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｻﾎﾟｰﾄ活動

地域振興

コア業務純益

経常利益

当期利益100億円以上

70億円以上

35億円以上

計数目標
【最終年度】

ＴｉｅｒⅠ比率 10%以上

目指す姿

期 間

長崎県のトップバンクとしてより積極的に金融機能を
発揮し、お客さま満足度の高い銀行を目指します。

長崎県のトップバンクとしてより積極的に金融機能を
発揮し、お客さま満足度の高い銀行を目指します。

平成23年4月 ～ 平成26年3月 【3年間】平成23年4月 ～ 平成26年3月 【3年間】

新中期経営計画新中期経営計画
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、

将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があるこ

とにご留意ください。


